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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，残留熱除去系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明す

るものである。 

残留熱除去系熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設

及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器の構造計画を表 2－1及び表 2－2に示す。胴の水平方向の変位を拘

束する下部サポートは，固有周期の計算及び構造強度評価において考慮しない。 
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表 2－1 構造計画（その 1） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴は 4個のラグ

で支持され，下

部サポートによ

り水平方向の変

位を拘束され

る。ラグは基礎

ボルトで基礎に

据え付けるとと

もに，ラグの回

転を拘束する耐

震補強サポート

に支持される。

耐震補強サポー

トは追設基礎ボ

ルトで基礎に据

え付ける。 

たて置Ｕ字管式

（ラグ支持たて

置円筒形容器） 

2 



S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-1 R0 

表 2－2 構造計画（その 2） 

概略構造図 

3 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系熱交換器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す残留熱除去系熱交換器の

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

図 2－1 残留熱除去系熱交換器の耐震評価フロー 

計算モデル設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

残留熱除去系熱交換器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の断面積 mm
2
 

Ａａ 追設基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｂｅ 基礎ボルトの有効断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 円周方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2
 

ａ ラグの半径方向端面から胴板の厚さの中心までの距離 mm

ｂ ラグの半径方向端面から基礎ボルト中心までの距離 mm

Ｃ１ ラグの胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方

向）

mm

Ｃ２ ラグの胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方

向）

mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃｉ 静的震度 － 

Ｃｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得

られる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－

ｃ 基礎端面から基礎ボルト中心までの距離 mm

Ｄｉ 胴の内径 mm

ｄ 基礎ボルト中心間の距離 mm

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｂ 基礎ボルトの縦弾性係数 MPa

ｅ ラグ底板幅の2分の1 mm

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

Ｆ１ 振動モデル系の上部重心における水平力 N

Ｆ２ 振動モデル系の下部重心における水平力 N

Ｆ０１ 運転時質量により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1Ｄ 鉛直下向き地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1Ｕ 鉛直上向き地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０1Ｖ 鉛直方向地震力により基礎ボルトに作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０２ 運転時質量により基礎端面に作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ０２Ｕ 鉛直上向き地震力により基礎端面に作用する鉛直方向反力 N 

Ｆ１１ 水平力Ｆ１及びＦ２により第1ラグの基礎ボルトに作用する鉛直方

向反力 

N 

Ｆ１２ 水平力Ｆ１及びＦ２により第1ラグの半径方向端面に作用する鉛直

方向反力 

N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｆ２１ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの基礎ボルトに作用する鉛直方

向反力 

N 

Ｆ２２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの半径方向端面に作用する鉛直

方向反力 

N 

Ｆ３１，Ｆ３２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第2ラグ及び第4ラグの基礎ボルトに作

用する鉛直方向反力 

N 

Ｆａ 耐震補強サポートの質量により作用する水平力 N 

ＦＶ 単位鉛直力 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

fｓｂａ せん断力のみを受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔm ラグの許容引張応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ１ ラグのアタッチメント中心より上部重心までの距離 mm 

Ｈ２ ラグのアタッチメント中心より下部重心までの距離 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
４
 

Ｋｃ 胴のラグ付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ば

ね定数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

Ｋ 胴のラグ付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部

ばね定数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ｋ１ 胴の中心軸の傾きに対するばね定数 N･mm/rad 

ｋ２ 胴の中心軸の水平移動に対するばね定数 N/mm 

ｋ３ 上部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 N/mm 

ｋ４ 下部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 N/mm 

ｋ５ 胴の鉛直方向変位に対するばね定数 N/mm 

ｋ６ 鉛直荷重による上部胴の伸び変形によるばね定数 N/mm 

ｋ７ 鉛直荷重による下部胴の伸び変形によるばね定数 N/mm 

ｋｃ 引用文献(2)による局部ばね定数のアタッチメントパラメータの

周方向の補正係数 

－ 

ｋｃｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの周方向の補正係

数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ｋ 引用文献(2)による局部ばね定数のアタッチメントパラメータの

軸方向の補正係数 

－ 

ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの軸方向の補正係

数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｌｂ 基礎ボルトの有効長さ mm 

Ｍ０ 鉛直方向荷重による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍ１，Ｍ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメン

ト 

N･mm 

Ｍ３ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部のねじりモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｃ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の周方向モーメント N･mm 

Ｍ 運転時質量による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

ＭＤ 鉛直下向き地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

ＭＵ 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

ＭＶ 鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の鉛直方向モーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm 

ｍａ 耐震補強サポート1枚当たりの質量 kg 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍ１ ラグのアタッチメント中心より上部の運転時質量 kg 

ｍ２ ラグのアタッチメント中心より下部の運転時質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ ラグ1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

ｎａ 耐震補強サポート1枚当たりの追設基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴のラグ付け根部の周方向荷重 N 

Ｒ 運転時質量によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N

Ｒ０ 鉛直方向荷重によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

Ｒ１ 水平力Ｆ１及びＦ２によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＤ 鉛直下向き地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＵ 鉛直上向き地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ＲＶ 鉛直方向地震力によるラグ付け根部の鉛直方向反力 N 

ｒｍ 胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ＴＨ 2質点系振動の固有周期(水平方向) s 

ＴＨ１ 2質点系振動の1次固有周期(水平方向) s 

ＴＨ２ 2質点系振動の2次固有周期(水平方向) s 

Ｔｖ 2質点系振動の固有周期(鉛直方向) s 

ｔ 胴の厚さ mm 

Ｚｓ ラグの半径方向軸に対する断面係数 mm
3
 

Ｚｓｐ ラグのねじり断面係数 mm
3
 

Ｚｓｔ ラグの周方向軸に対する断面係数 mm
3
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記号 記号の説明 単位 

β，β１， 

β２，βｃ，β 

引用文献(1)又は(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(1)又は(2)によるシェルパラメータ － 

Δｘ１ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴の中心軸の水平方向変位量 mm 

Δｘ２ 水平力Ｆ１による上部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

mm 

Δｘ３ 水平力Ｆ２による下部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

mm 

δ１１ 上部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位

量 

mm 

δ１１Ｖ 上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位

量 

mm 

δ１２ 上部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位

量 

mm 

δ１２Ｖ 上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位

量 

mm 

δ２１ 下部重心へ単位水平力をかけた場合の上部重心の水平方向変位

量 

mm 

δ２１Ｖ 下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位

量 

mm 

δ２２ 下部重心へ単位水平力をかけた場合の下部重心の水平方向変位

量 

mm 

δ２２Ｖ 下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位

量 

mm 

ε 拘束係数（ラグの回転を拘束する場合：1，ラグの回転を拘束し

ない場合：0） 

－ 

θ 水平力Ｆ１ 及びＦ２による胴の中心軸の傾き角 rad 

θ０ 運転時質量による胴のラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ０Ｕ 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ１ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴の第1ラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による胴の第3ラグ付け根部の局部傾き角 rad 

θ３ 水平力Ｆ１及びＦ２による第2ラグ及び第4ラグの周方向ねじれ角 rad 

θｓ０ 運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角 rad 

θｓ０Ｕ 鉛直上向き地震力によるラグの基礎に対する傾き角 rad 

θｓ1 水平力Ｆ１及びＦ２による第1ラグの基礎に対する傾き角 rad 

θｓ２ 水平力Ｆ１及びＦ２による第3ラグの基礎に対する傾き角 rad 

π 円周率 － 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０φ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｘ 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１１～σ１６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の組合せ一次応力

MPa 
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σ１７～σ１１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の組合せ一次応力 

MPa 

σ２ 地震力のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２１～σ２６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の組合せ一次＋二次応力の変動値 

MPa 

σ２７～σ２１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の組合せ一次＋二次応力の変動値 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１～σｂ3 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボル

トに生じる引張応力

MPa 

σｂ４，σｂ５ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボル

トに生じる引張応力

MPa 

σ１ｓ～σ３ｓ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

のラグの組合せ応力

MPa 

σ４ｓ，σ５ｓ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

のラグの組合せ応力

MPa 

σｓ ラグの組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１ 運転時質量によるラグの曲げ応力 MPa 

σｓ２～σｓ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）によるラグの曲げ応力 MPa 

σｓ５，σｓ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）によるラグの曲げ応力 MPa 

σｓ７ 鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σｘｘ１～σｘｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ１～σｘｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の軸方向一次応力の和 

MPa 

σφｘ１～σφｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ１～σφｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の周方向一次応力の和 
MPa 

σ２ｘｘ１～σ２ｘｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の軸方向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２ｘｚ１～σ２ｘｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の軸方向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２φｘ１～σ２φｘ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の周方向一次応力＋二次応力 
MPa 

σ２φｚ１～σ２φｚ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

の胴の周方向一次応力＋二次応力 
MPa 

σφ１，σｘ１ 内圧による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ２ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 

σφ３，σｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向

及び軸方向応力 
MPa 

σｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸

方向応力 
MPa 
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σφ５，σｘ５ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第1ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力
MPa 

σ２φ５，σ２ｘ５ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第1ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力
MPa 

σφ６，σｘ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力
MPa 

σ２φ６，σ２ｘ６ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二次応力
MPa 

σφ７，σｘ７ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の周方向モーメン

トによる第2及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一

次応力

MPa 

σ２φ７，σ２ｘ７ 水平方向地震力（Ｚ方向）が作用した場合の周方向モーメン

トによる第2及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向二

次応力

MPa 

σφ８，σｘ８ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第1及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向

一次応力

MPa 

σ２φ８，σ２ｘ８ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第1及び第4ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向

二次応力

MPa 

σφ９，σｘ９ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第2及び第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向

一次応力

MPa 

σ２φ９，σ２ｘ９ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の鉛直方向モーメ

ントによる第2及び第3ラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向

二次応力

MPa 

σφ１０，σｘ１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の周方向モーメン

トによるラグ付け根部の胴の周方向及び軸方向一次応力
MPa 

σ２φ１０，σ２ｘ１０ 水平方向地震力（Ｘ方向）が作用した場合の周方向モーメン

トによるラグ付け根部の周方向及び軸方向二次応力
MPa 

σｘ１１ 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 MPa 

σφ１２Ｄ，σｘ１２Ｄ 鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴

の周方向及び軸方向の一次応力 
MPa 

σφ１２Ｕ，σｘ１２Ｕ 鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴

の周方向及び軸方向の一次応力 
MPa 

σφ１２，σｘ１２ 鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の

周方向及び軸方向の一次応力 
MPa 

σ２φ１２Ｄ，

σ２ｘ１２Ｄ 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴

の周方向及び軸方向の二次応力 MPa 

σ２φ１２Ｕ，

σ２ｘ１２Ｕ 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴

の周方向及び軸方向の二次応力 MPa 

σ２φ１２，

σ２ｘ１２ 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の

周方向及び軸方向の二次応力 MPa 

τ３ 水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根部に生じる

ねじりモーメントによるせん断応力 
MPa 
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τ６ 水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じるねじ

りモーメントによるせん断応力 
MPa 

τa 追設基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ２ 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボルト

に生じるせん断応力 
MPa 

τｂ４，τｂ５ 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力により基礎ボルト

に生じるせん断応力 
MPa 

τｃ１ 水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根部に生じる周方

向せん断応力 
MPa 

τｃ４ 水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じる周方向

せん断応力 

MPa 

τ  １ 運転時質量により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ  ２ 水平方向地震力（Ｚ方向）により胴のラグ付け根部に生じる軸方

向せん断応力 

MPa 

τ  ５ 水平方向地震力（Ｘ方向）により胴のラグ付け根部に生じる軸方

向せん断応力 

MPa 

τ  ６ Ｄ 鉛直下向き地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断

応力 

MPa 

τ  ６ Ｕ 鉛直上向き地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断

応力 

MPa 

τ  ６ 鉛直方向地震力により胴のラグ付け根部に生じる軸方向せん断応

力 

MPa 

τｓ１ 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa 

τｓ２～τｓ４ 水平方向地震力（Ｚ方向）によるラグのせん断応力 MPa 

τｓ５～τｓ６ 水平方向地震力（Ⅹ方向）によるラグのせん断応力 MPa 

τｓ７ 鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

ωＨ 水平方向振動系の角速度 rad/s 

ωＶ 鉛直方向振動系の角速度 rad/s 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

3. 評価部位

残留熱除去系熱交換器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴，ラグ，基礎ボルト及び追設基礎ボルトについて評価を実施する。残留熱除去

系熱交換器の耐震評価部位については，表 2－1及び表 2－2の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量はラグの中心を基準にして，上部側，下部側に分け，それぞれの

全質量が，それぞれの重心に集中するものとする。

b. ラグの基礎への据え付けは，基礎ボルトで行っており，鉛直方向荷重に対しては，ラグ

と基礎との据え付け部でボルトの伸びを考慮する。

c. ラグは，胴の半径方向にスライドすることから半径方向の荷重は受けもたない。

d. 本機器は，ラグが外部サポートの支持により回転しない構造となっているため，ラグの

回転を無視する。

e. 水平方向は，胴をはりと考え，変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を考慮する。

f. 胴板とラグの付け根部において胴板の局部変形を考慮する。

g. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

計算モデルを図4－1に示す。
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  図4－1 水平方向変形モード及び計算モデル図 

(2) 水平方向の固有周期

2質点系振動の固有周期は次式で求める。

π
＝
ω

H

H

2
T  ··············································· （4.1.1）

水平方向振動系における角速度ωＨは 2質点系の自由振動の式より求める。 
  ・ ・ ・(δ・δ－δ・δ )・ω － ・(δ・ｍ δ・ｍ )・ω ＋１＝　6 4 3 2

1 2 11 22 12 21 H 11 1 22 2 H
10 m m 10 0

 ················· （4.1.2）

ここで，（4.1.1）式と（4.1.2）式で求めたＴＨのうち，大きい方の固有周期をＴＨ１， 

小さい方の固有周期をＴＨ２とする。 

（側面図） 

（平面図：ラグの回転を拘束しない場合） 

）

（計算モデル） 
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δ１１及びδ２１は容器上部重心の位置へ単位水平力をかけた場合の上部及び下部重心の水

平変位量で，δ１２及びδ２２は容器下部重心の位置へ単位水平力をかけた場合の上部及び

下部重心の水平変位量である。これらは，次式で表すことができる。 

１

１ 3

Ｈ
δ＝　 ＋ ＋

k k k

2

11
2

1 1
 ······································ （4.1.3）


1 2

2 １

Ｈ ・Ｈ
δ＝δ 　－

k k21 12

1
································ （4.1.4）

2

１ 2

Ｈ
δ＝　 ＋ ＋

k k k

2

22
4

1 1
 ····································· （4.1.5）

ばね定数 k１，k２，k３及び k４は次により求める。 

a) ばね定数 k１

胴の中心軸の傾きに対するばね定数 k１は，次式で表される。

1 1 ２ 2・Ｈ － ・Ｈ
ｋ＝　

θ1

F F
 ································· （4.1.6）

ここで，θはラグ，基礎ボルト及び胴について，それぞれの荷重，モーメント及び変位

量の釣合い条件の方程式を作ることにより，次のようにして求める。 

a. 胴への荷重，モーメント及び胴の変位量の釣合い条件の方程式

水平力の釣合いより

０ １ ２Ｆ ＝Ｆ ＋Ｆ ＝2・Q  ·································· （4.1.7）

転倒モーメントの釣合いより 

1 1 2 2 1 2 3 1 ｍＦ・Ｈ－Ｆ・Ｈ－Ｍ－Ｍ＋2・Ｍ－2・Ｒ・ｒ ＝　0 · （4.1.8）

ここで，rｍは次による。 

ｉ
ｍ

Ｄ＋ｔ
ｒ ＝

2
 ············································ （4.1.9）

転倒モーメントによる第 1ラグ及び第 3ラグの胴の付け根部の局部傾き角は，シェ 

ルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって，引用文献(1)の表より値

を求めることにより，次のようにして求めることができる。 

 ｍ
r

＝
ｔ

 ················································· （4.1.10）

 １
１

ｍ

Ｃ
＝

r
··············································· （4.1.11）

 ２
２

ｍ

Ｃ
＝

r
··············································· （4.1.12）

   ２３
１ ２

＝ｋ・ ・ ······································· （4.1.13）
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局部傾き角は次式で求められる。 


１

１
３ ２

m

－Ｍ・Ｋ
θ ＝

ｒ・ ・E
······································· （4.1.14）


２

２
３ ２

m

－Ｍ・Ｋ
θ ＝

ｒ・ ・E
······································· （4.1.15）

転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角の関係を図 4－2に示す。 

図4－2 転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角 
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b. 第 1 ラグのモーメントと鉛直力の釣合い条件の方程式 

モーメントの釣合いより 

・( － － － ・( － ＋ ＝　
12 11 1
F a b c) F a b) M 0    ···················· （4.1.16） 

鉛直力の釣合いより 

－ ＋ ＝　
12 11 1
F F R 0   ········································ （4.1.17） 

第 1 ラグに作用するモーメントと力の関係を図 4－3に示す。 

 

 

図4－3 第1ラグに作用するモーメントと力 

 

c. 第 3 ラグのモーメントと鉛直力の釣合い条件の方程式 

モーメントの釣合いより 

・( － － ・ ＋ ＝　
21 22 2
F a b) F a M 0    ····························· （4.1.18） 

鉛直力の釣合いより 

－ － ＝　
22 21 1
F F R 0   ········································ （4.1.19） 

第 3 ラグに作用するモーメントと力の関係を図 4－4に示す。 

 

 

図4－4 第3ラグに作用するモーメントと力 

 

 

 

 



19 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-5
-4
-1

-1
 R
0 

d. 第 2 及び第 4ラグのモーメント及び鉛直力の釣合い条件の方程式

モーメントの釣合いより

ｄ ｄ
－ ・ ＋ ・ ＋ ＋ )・ｅ＋Ｍ＝　

31 32 31 32 3
F F (F F 0
2 2

··············· （4.1.20）

基礎ボルトの伸びと力の関係より 

Ｆ Ｆ
＝

ｄ ｄ
ｅ－ ｅ＋

31 32

2 2

········································ （4.1.21）

第 2及び第 4ラグに作用するモーメントと力の関係を図 4－5に示す。 

図4－5 第2ラグ及び第4ラグに作用するモーメントと力 

ラグの基礎に対する傾き角は，ボルトの伸びと力の平衡条件より求められる。

第1ラグについて 

ｂ
ｓ

be b

Ｆ・
θ ＝ 

ｎ・Ａ・Ｅ・ｃ
11

1
L

 ································· （4.1.22）

第3ラグについて 

ｂ
ｓ2

be b

Ｆ・
θ ＝ 

ｎ・Ａ・Ｅ・b
21
L

 ································· （4.1.23）

第2及び第4ラグについて 

 
 
 

ｂ

be b

Ｆ・
θ＝ 

ｄ
Ａ・Ｅ・ｅ＋

32
L

2

 ································· （4.1.24）
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胴中心軸の傾き角θ，ラグ付け根部の局部傾き角θ１及びθ２並びにラグの基礎に 

対する傾き角θｓ１及びθｓ２の間には次の関係が成立する。 


ｓ1 1
θ－θ＋θ 0    ········································ （4.1.25）


ｓ2
θ －θ＋θ

2
0 ········································ （4.1.26）


ｓ1 ｍ ｓ

ａ－ － )・θ －　ｒ・θ＋ａ・θ
2

( b c 2 0 ··············· （4.1.27）

胴中心軸の傾き角θは以上の式を連立させて解くことにより求められる。 

b) ばね定数 k２

胴の水平方向移動に対するばね定数 k２は，次式で表される。

０

ｘ

ｋ＝
Δ2

1

F
··············································· （4.1.28）

胴の水平方向移動に対するばね定数k２の逆数は，（4.1.31）式～（4.1.33）式より 

次式で表される。 

 
 



２

ｃ

３ ２
０ m ｃ

ａ－ｂ ・Ｋ
＝ ・ ・1－

ｋ ｒ・ ・2

1 Q

F E
······················· （4.1.29）

本機器は耐震補強サポートの支持によりラグが回転しない構造となっているため，拘 

束係数ε＝1とする。 

したがって， 

＝　
ｋ2

1
0 ················································· （4.1.30）

となる。

ここで，Ｆ０は（4.1.7）式で求められる値を用い，Δｘ１は 

ｘ
Δ ＝(ａ－ｂ)・θ

1 3
···································· （4.1.31）

水平力による胴中心軸の変位量の関係を図 4－6に示す。 

（ラグの回転を拘束しない場合）

図4－6 水平力による胴中心軸の変位量 
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θ３は（4.1.7）式で求められるＱの値を用いることにより以下により求める。 

第 2ラグ及び第 4ラグの曲げモーメントの釣合いより 


ｃ

Ｍ＝Ｑ・(ａ－ｂ)・(1－ )   ··························· （4.1.32）

水平力による第 2ラグ及び第 4ラグの胴の付け根部の局部傾き角は，（4.1.14）式の 

θ１又は（4.1.15）式のθ２と同様にして，シェルパラメータγ及びアタッチメント 

パラメータβによって，引用文献(2)の表より値を求めることにより，次式で求めら 

れる。 


ｃ ｃ

３
３ ２

m ｃ

Ｍ・Ｋ
θ ＝

ｒ・ ・E
······································ （4.1.33）

ここで，βｃは次による。 

  ２３
ｃ ｃ １ ２
＝ｋ・ ・ ······································· （4.1.34）

c) ばね定数 k３

水平力による上部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 k３は，次式で表される。

ｘ2

Ｆ
ｋ＝
Δ
1

3
·············································· （4.1.35）

ここで，Δｘ２は 

 

  
ｘ2

ｅ

Ｆ Ｈ Ｆ Ｈ
Δ ＝ ＋

ＥＩ Ｇ Ａ

3

1 1 1 1

3
 ································· （4.1.36）

胴の断面二次モーメント及び有効せん断断面積は，それぞれ次のように表される。 

 
ｉ

π
Ｉ＝　 (Ｄ＋ｔ ｔ3)

8
········································ （4.1.37）

  
ｅ ｉ

Ａ＝　π(Ｄ＋ｔ)ｔ
2

3
 ································· （4.1.38）

d) ばね定数 k４

水平力による下部胴の曲げ及びせん断による変形ばね定数 k４は，次式で表される。

ｘ3

Ｆ
ｋ＝
Δ
2

4
 ·············································· （4.1.39）

ここで，Δｘ３は以下による。 

 

  
ｘ3

ｅ

Ｆ Ｈ Ｆ Ｈ
Δ ＝ ＋

ＥＩ Ｇ Ａ

3

2 2 2 2

3
 ································ （4.1.40）
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(3) 鉛直方向の固有周期

2質点系振動の固有周期は次式で求める。


Ｖ

Ｖ

2 π
＝
ω

T  ·········································· （4.1.41）

 

Ｖ Ｖ Ｖ Ｖ Ｖ Ｖ Ｖ Ｖ
・ ・ ・(δ ・δ －δ ・δ )・ω － ・(δ ・ｍ＋δ ・ｍ )・ω ＋1＝　6 4 3 2

1 2 11 22 12 21 11 1 22 2
10 m m 10 0

·························································· （4.1.42）

ここで，δ１１Ｖ及びδ２１Ｖは容器上部重心の位置へ単位鉛直力をかけた場合の上部及び下

部重心の鉛直変位量で，δ１２Ｖ及びδ２２Ｖは容器下部重心の位置へ単位鉛直力をかけた場

合の上部及び下部重心の鉛直変位量である。これらは，次式で表すことができる。鉛直方

向の固有周期の計算モデルを図 4－7 に示す。 

Ｖ
δ ＝　 ＋

ｋ ｋ11

5 6

1 1
 ········································· （4.1.43）


Ｖ Ｖ

δ ＝δ
ｋ21 12

5

1
 ······································· （4.1.44）


Ｖ

δ ＝　
ｋ ｋ22

5 7

1 1
 ········································· （4.1.45）

図4－7 鉛直方向の固有周期の計算モデル 

a) ばね定数 k５

鉛直方向変位に対するばね定数 k５は，図 4－8の鉛直方向の力の釣合いより

Ｖ・Ｒ－Ｆ ＝　
0

4 0  ······································· （4.1.46）

ラグについて，図 4－9のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より

－ － )・ －( － ・ － ＝　
02 01 0

(a b c F a b) F M 0 ··················· （4.1.47）

－ －Ｒ＝　
02 01 0
F F 0 ······································· （4.1.48）

ラグ付け根部の局部傾き及びラグの基礎に対する傾き角は次式で表すことができる。


０

０
２ ２

ｍ
ｒ

Ｍ・Ｋ
θ ＝

・ ・Ｅ
······································ （4.1.49）

01 ｂ
ｓ０

be b

Ｆ・
θ ＝

ｎ・Ａ・Ｅ・ｃ

L
 ································· （4.1.50）
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図4－8 鉛直下方向荷重により胴に生じるモーメントと力 

図4－9 鉛直下方向荷重によりラグに作用するモーメントと力 

ラグ付け根部の局部傾きとラグの基礎に対する傾き角は等しいので

ｓ
θ＝θ
0 0

················································ （4.1.51）

以上の式を連立させて解くことよりθｓ０が得られる。したがって，鉛直方向変位に対

するばね定数 k５は，次式により与えられる。

Ｖ
5

ｓ０

Ｆ
ｋ ＝

ａ－ｂ－ｃ)・θ(
 ······························ （4.1.52）

b) ばね定数 k６

鉛直荷重による上部胴の伸び変形によるばね定数 k６は，次式により与えられる。



Ｈ
＝

ｋ Ａ Ｅ
1

6

1
············································ （4.1.53）

ここで，胴の断面積は次のように表される。 

 
ｉ

π ＤＡ＝ ( ＋ｔ)ｔ ····································· （4.1.54）

c) ばね定数 k７

鉛直荷重による下部胴の伸び変形によるばね定数 k７は，次式により与えられる。



Ｈ
＝

ｋ Ａ Ｅ
2

7

1
············································ （4.1.55）
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【残留熱除去系熱交換器の耐震性について 

の計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。水平方向の固有周期は，0.05 秒を超えており柔構造 

  であることを確認した。また，鉛直方向の固有周期は 0.05 秒以下であり剛構造であることを 

ことを確認した。 

表 4－1 固有周期（単位：s） 

水平方向(1 次) 

水平方向(2 次) 

鉛直方向 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～c.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として

強度評価において組み合わせる。なお，基礎ボルト及び追設基礎ボルトは，作用する荷重

の算出において組み合わせる。

(2) 水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を用いる。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評 

価に用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に 

示す。 

5.2.2 許容応力 

残留熱除去系熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－ 

3 及び表 5－4に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に 

用いるものを表 5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－6に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 
Ｓ クラス２容器＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２容器の支持構造物を含む。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等＊2

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下である

こと。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累

積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2／3・Ｓｙと読み 

替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 

＊2 



S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-1 R0 

27
 

* * * 

表5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。
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表 5－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SGV49＊1 最高使用温度 85 ― 242 441 ― 

ラグ
SM41A＊2 

(40mm＜厚さ≦75mm) 
最高使用温度 85 ― 199 377 ― 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 66 ― 730 868 ― 

追設基礎 

ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 66 ― 730 868 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

＊2：SM400A 相当 

表 5－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SGV49＊1 最高使用温度 140 ― 233 425 ― 

ラグ
SM41A＊2 

(40mm＜厚さ≦75mm) 
最高使用温度 140 ― 183 373 ― 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 140 ― 659 847 ― 

追設基礎 

ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 140 ― 659 847 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

＊2：SM400A 相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－7及び表 5－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地

震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ（m） 
原子炉建物 EL 23.8＊１ 

固有周期（s） 

減衰定数（％） 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊３
固有周期

（ｓ） 

応答水平震度＊４ 応答鉛直

震度＊４ 

応答水平震度＊５ 応答鉛直 

震度＊５ NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 3.02 2.56 ― 5.85 5.16 ― 

動的震度＊６，＊７ 1.10 1.19 1.10 1.73 1.71 2.07 

静的震度＊８ 0.75 0.76 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

 対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（弾性設計用地震動Ｓｄ）より得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）より得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊7：最大応答加速度を 1.2 倍した震度  

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・Ｃｖより定めた震度 
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表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ（m） 
原子炉建物 EL 23.8＊１ 

固有周期（s） 

減衰定数（％） 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊３
固有周期

（ｓ） 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊４ 応答鉛直 

震度＊４ NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 ― ― ― 5.85 5.16 ― 

動的震度＊５，＊６ ― ― ― 1.73 1.71 2.07 

静的震度 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

 対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）より得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊6：最大応答加速度を 1.2 倍した震度  

5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 胴の応力 

(1) 内圧による応力

１

ｒ
φ

ｉＰ ・（ Ｄ ＋1.2・ｔ）
σ ＝

2・ｔ
·························· （5.4.1.1.1）

φ2σ ＝0 ··············································· （5.4.1.1.2）

１

ｒ ｉ
ｘ

Ｐ ・（ Ｄ ＋1.2・ｔ）
σ ＝

4・ｔ
 ··························· （5.4.1.1.3）

(2) 運転時質量による応力

g０

２

ｉ

ｘ
ｍ ・

σ ＝
π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ

 ······························ （5.4.1.1.4）

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力

g０ Ｖ

11

ｉ

ｘ ＝
ｍ ・ ・Ｃ

σ
π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ

····························· （5.4.1.1.5）
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(4) 運転時質量による胴のラグ付け根部の応力

運転時質量ｍ０による鉛直方向の力の平衡条件より

g０4・Ｒ－ｍ ・ 0  ···································· （5.4.1.1.6）

上式を変形して 

g０ｍ ・
Ｒ＝

4
··········································· （5.4.1.1.7）

 また，ラグについて図5－1のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より 

0０２ ０１Ｆ ・(ａ－ｂ－ｃ)－Ｆ ・(ａ－ｂ)－Ｍ＝　 ······· （5.4.1.1.8）

０2 ０１Ｆ －Ｆ －Ｒ＝ 0 ······································ （5.4.1.1.9） 

ａ

ｃｂ

θｓ０

Ｆ０２

θ0

Ｒ
Ｍ

Ｆ０１

図5－1 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力

（5.4.1.1.8）式へ（5.4.1.1.9）式を代入して 

０１

Ｒ・(ａ－ｂ－ｃ)－ Ｍ
Ｆ ＝

ｃ
····················· （5.4.1.1.10）

運転時質量によるラグの付け根部の傾き角θ０は次式で求める。 

０
3  2

ｍ
θ

Ｍ・Ｋ
＝
ｒ ・β ・Ｅ

 ·································· （5.4.1.1.11）

運転時質量によるラグの基礎に対する傾き角θｓ０は次式で求める。 

０１

s０

ｂ

ｂｅ ｂ
θ

Ｆ ・Ｌ
＝
ｎ・Ａ ・Ｅ ・ｃ

······························ （5.4.1.1.12）

ここで，ラグ付け根部の局部傾き角θ０とラグの傾き角θｓ０は等しいので 

０ ０ｓθ ＝θ ·········································· （5.4.1.1.13）
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以上の式を連立させて解くことにより，次式が求まる。 

 2

3  2

ｂｅ ｂ

ｍ ｂ

Ｒ・(ａ－ｂ－ｃ)
Ｍ＝

ｎ・Ａ ・Ｅ ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β ・Ｅ・Ｌ

················· （5.4.1.1.14）

運転時質量による鉛直方向曲げモーメントＭℓにより生じる胴の周方向応力及び軸 

方向応力は，パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって，引用文献

(2)の表より値を求める（以下，＊を付記する）ことにより，次式で求めることが

できる。 

  
  

   
３

2 2
１

＊
φ

φ

ｍ ｍ

Ｎ Ｍ
σ ＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ／(ｒ ・β) ｒ ・ｔ・β
·· （5.4.1.1.15）

  
  

   
３

2 2 
２

＊
ｘ

ｘ

ｍ ｍ

Ｎ Ｍ
σ ＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ／(ｒ ・β) ｒ ・ｔ・β
 ··· （5.4.1.1.16）

ここで，アタッチメントパラメータβℓは次式で表される。 

  ＝ ・ 23
1 2 ······································· （5.4.1.1.17）

反力Ｒによるせん断応力は 

１

２Ｃ

Ｒ
τ ＝

4・ ・ｔ
··································· （5.4.1.1.18）

(5) 鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の応力

鉛直方向地震力による胴のラグ付け根部の応力は，下記（a）項及び（b）項より得ら

れるσφ１２Ｄ，σφ１２Ｕ，σｘ１２Ｄ，σｘ１２Ｕ，σ２φ１２Ｄ，σ２φ１２Ｕ，σ２ｘ１２Ｄ，σ２ｘ１２Ｕ，

τ  ６Ｄ，τ  ６Ｕを用いて下記のように求める。

一次応力 

 
 φ１２Ｄ φ１２Ｕφ１２σ ＝Max σ ， σ   ···················· （5.4.1.1.19）

  ｘ１２Ｄ ｘ１２Ｕｘ１２σ ＝Max σ ， σ  ···················· （5.4.1.1.20）

二次応力 

 
 ２φ１２Ｄ ２φ１２Ｕ２φ１２σ ＝Max σ ， σ   ················ （5.4.1.1.21）

  ２ｘ１２Ｄ ２ｘ１２Ｕ２ｘ１２σ ＝Max σ ， σ  ················ （5.4.1.1.22）

反力によるせん断応力 

 6 66 Ｄ Ｕτ ＝Maxτ ， τ  ······························· （5.4.1.1.23）
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(a) 鉛直下向き地震力による胴のラグ付け根部の応力

鉛直下向き地震荷重により生じる応力は5.4.1.1(4)で与えられた連立方程式におい

て，ｍ０・gをｍ０・g・Ｃｖに置き換えて解くことにより求められる。 

g０
Ｖ

Ｄ

ｍ ・ ・Ｃ
Ｒ ＝

4
 ·································· （5.4.1.1.24）

)
 2

 3  2 

Ｄ
Ｄ

ｂｅ ｂ

ｍ ｂ

Ｒ・(ａ－ｂ－ｃ
Ｍ ＝

ｎ・Ａ ・Ｅ ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β ・Ｅ・Ｌ

 ················ （5.4.1.1.25）

０１Ｄ

ＤＤＲ・(ａ－ｂ－ｃ)－Ｍ
Ｆ ＝

ｃ
 ··················· （5.4.1.1.26）

 鉛直方向地震力による鉛直方向曲げモーメントＭＤにより生じる周方向応力及び 

軸方向応力はシェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβ  によって引用 

文献(2)の表より値を求める（以下，＊を付記する）ことにより，次式で求める。 

一次応力 

  
  

   
2 2 

１

＊
φ

φ１２Ｄ

Ｄ ｍ ｍ

ＤＮ Ｍ
σ ＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 （5.4.1.1.27） 

  
  

   
2 2 

＊
ｘ

ｘ１２Ｄ

Ｄ ｍ ｍ

ＤＮ Ｍ
σ ＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
2  （5.4.1.1.28） 

二次応力 

  
    

   

＊
φ

２φ１２Ｄ

Ｄ ｍ ｍ

ＤＮ 6Ｍ
σ ＝ ・

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ2
··· （5.4.1.1.29）

  
    

   

＊
ｘ

２ｘ１２Ｄ

Ｄ ｍ ｍ

ＤＮ 6Ｍ
σ ＝ ・

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ2
··· （5.4.1.1.30）

ここで，アタッチメントパラメータβ  は次式で表される。ただし，二次応力を求 

める場合は更にｋｊを乗じた値とする。 

 3 
１

2
２β＝ β ・β ····································· （5.4.1.1.31）

反力ＲＤによるせん断応力は次式で表される。 

６Ｄ

２

Ｄ

Ｃ

Ｒ
τ ＝

4・ ・ｔ
··································· （5.4.1.1.32）
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(b) 鉛直上向き地震力による胴のラグ付け根部の応力

鉛直上向き地震力(ＣＶ－１)・ｍ０・gによる鉛直方向の力の平衡条件より

4・ＲＵ－（ＣＶ－１）・ｍ０・g＝０   ······················ （5.4.1.1.33）

また，ラグについて図5－2のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より 

Ｆ０２Ｕ・ａ－Ｆ０１Ｕ・(ａ－ｂ)＋ＭＵ＝０   ··············· （5.4.1.1.34）

Ｆ０２Ｕ－Ｆ０１Ｕ＋ＲＵ＝０ ····························· （5.4.1.1.35）

図5－2 鉛直上向き荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

ラグ付け根部の局部傾き角θ０Ｕは，

 3  2 
０Ｕ

Ｕ

ｍ

Ｍ ・Ｋ
θ ＝

ｒ ・β ・Ｅ
······································· （5.4.1.1.36） 

ラグの基礎に対する傾き角θＳ０Ｕは，

０１Ｕ

０Ｕ

ｂ
ｓ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ
θ ＝

ｎ・Ａ ・Ｅ ・ｂ
 ··························· （5.4.1.1.37）

ここで，ラグ付け根部の局部傾き角θ０Ｕとラグの基礎に対する傾き角θＳ０Ｕ

は等しいので 

０Ｕ ０Ｕｓθ ＝θ ············································· （5.4.1.1.38） 

以上の式を連立させて解くことによりＲＵ，Ｍ  Ｕ，Ｆ０１Ｕは次式で求める。

g０
Ｖ

Ｕ

（Ｃ －１)・ｍ ・
Ｒ ＝

4
······························· （5.4.1.1.39）

 2

 3  2 

Ｕ
Ｕ

ｂｅ ｂ

ｍ ｂ

Ｒ・ａ
Ｍ ＝

ｎ・Ａ ・Ｅ ・Ｋ・ｂ
1＋

ｒ ・β ・Ｅ・Ｌ

 ··················· （5.4.1.1.40）

０１Ｕ

ＵＵ－Ｒ・ａ＋Ｍ
Ｆ ＝

ｂ
 ······························· （5.4.1.1.41）

ＭℓＵ
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鉛直上向き地震力による鉛直方向曲げモーメントＭ  Ｕにより生じる周方向応力及び 

軸方向応力は，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβ  によって引用 

文献(2)の表より値を求める（以下，＊を付記する）ことによって次式で求められる。 

一次応力 

  
   
   

2 2 
１

＊
φ

φ１２Ｕ

Ｕ ｍ ｍ

ＵＮ Ｍ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
（5.4.1.1.42） 

  
   
   

2 2 
２

＊
x

ｘ１２Ｕ

Ｕ ｍ ｍ

ＵＮ Ｍ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
（5.4.1.1.43） 

二次応力 

2

  
   
   

＊
φ

２φ１２Ｕ

Ｕ ｍ ｍ

ＵＭ ６・Ｍ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
··· （5.4.1.1.44）

2

  
   
   

＊
ｘ

２ｘ１２Ｕ

Ｕ ｍ ｍ

ＵＭ ６・Ｍ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
··· （5.4.1.1.45）

ここで，アタッチメントパラメータβ  は次式で表される。ただし，二次応力を求め

る場合は更にｋｊを乗じた値とする。 

 3 
１

2
２β＝ β ・β ····································· （5.4.1.1.46）

反力ＲＵによるせん断応力は次式で表される。 

６Ｕ

２

Ｕ

Ｃ

Ｒ
τ ＝ 

4・ ・ｔ
·································· （5.4.1.1.47） 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力

g2 2

４

ｉＨ
ｘ

Ｃ ・ｍ・ ・Ｈ・(Ｄ ＋2・ｔ)
σ ＝ 

2・Ｉ
 ············ （5.4.1.1.48） 

ここで，胴の断面二次モーメントＩは次のように求める。 

3
ｉ

π
Ｉ＝ ・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ

8
······························ （5.4.1.1.49） 

(7) 水平方向地震力（Ｚ方向）による胴のラグ付け根部の応力

「4.1 固有周期の計算方法」における水平力Ｆ１をＣＨ・ｍ１・g，Ｆ２をＣＨ・ｍ２・g

に置き換えて得られるＭ１，Ｍ２，Ｒ１及びＭ３の値を使用する。
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鉛直方向モーメントＭ１及びＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.15）式のσφ３及び（5.4.1.1.16）式のσｘ３と同様にして 

一次応力 

  
   
   

５ １
2 2

１

１

＊
φ

φ

ｍ ｍβ

ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・ ) ｒ ・β・ｔ
 ····· （5.4.1.1.50）

  
   
   

５ ２
2 2 

１

１

＊

ｘ

ｍ ｍ

ｘ ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ···· （5.4.1.1.51） 

二次応力 

2

  
   
   

＊
φ １

２φ５

１ ｍ ｍ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ······ （5.4.1.1.52） 

2

  
   
   

＊
ｘ １

２ｘ５

１ ｍ ｍ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ······ （5.4.1.1.53） 

一次応力 

  
   
   

６ １
2 2 

２

２

＊
φ

φ

ｍ ｍ

ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ···· （5.4.1.1.54） 

  
   
   

６ ２
2 2 

２

２

＊

ｘ

ｍ ｍ

ｘ ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ···· （5.4.1.1.55） 

二次応力 

2

  
   
   

＊
φ ２

２φ６

２ ｍ ｍ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ······ （5.4.1.1.56） 

2

  
   
   

＊
ｘ ２

２ｘ６

２ ｍ ｍ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β・ｔ
 ······ （5.4.1.1.57） 

ここで，アタッチメントパラメータβは次式で表される。ただし，二次応力を求め

る場合は更にｋｊを乗じた値とする。 

 3 2
１ ２β＝ β ・β  ····································· （5.4.1.1.58）
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周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

一次応力 

  
   
   

７
2 2 

１

＊
φ

φ

ｃ ｍ ｍ ｃ

ｃ
ｃ

ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
 · （5.4.1.1.59）

  
   
   

７
2 2 

２

＊
ｃ

ｘ

ｍ ｍ ｃ

ｘ
ｃ

ｃ

ＭＮ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
 · （5.4.1.1.60）

二次応力 

2

  
   
   

＊
φ

２φ７

ｍ ｍ

ｃ

ｃ ｃ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
 ···· （5.4.1.1.61） 

2

  
   
   

＊
ｘ

２ｘ７

ｍ ｍ

ｃ

ｃ ｃ

６・ＭＭ
σ ＝ ・　  

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
 ···· （5.4.1.1.62） 

ここで，アタッチメントパラメータβｃは次式で表される。ただし，二次応力を求める 

場合は更にｋｃｊを乗じた値とする。 
 2  3 

１ ２ｃβ ＝ β ・β ···································· （5.4.1.1.63） 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

１

１

ｃ
Ｑ

τ ＝
4・Ｃ ・ｔ

 ··································· （5.4.1.1.64）

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力 

２

2

１Ｒ
τ ＝

4・Ｃ・ｔ
···································· （5.4.1.1.65） 

モーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は

３

2
１

３

Ｍ
τ ＝

2・π・Ｃ ・ｔ
······························· （5.4.1.1.66）

(8) 水平方向地震力（Ｘ方向）による胴のラグ付け根部の応力

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸応力は

σφ８＝σφ５／ ２，σｘ８＝σｘ５／ ２， 

σ２φ８＝σ２φ５／ ２，σ２ｘ８＝σ２ｘ５／ ２ 

鉛直方向曲げモーメントＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸応力は 

σφ９＝σφ６／ ２，σｘ９＝σｘ６／ ２， 

σ２φ９＝σ２φ６／ ２，σ２ｘ９＝σ２ｘ６／ ２ 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸応力は 

σφ１０＝σφ７／ ２，σｘ１０＝σｘ７／ ２， 

σ２φ１０＝σ２φ７／ ２，σ２ｘ１０＝σ２ｘ７／ ２ 
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周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

τｃ４＝τｃ１／ ２ 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

τ５＝τ２／ ２ 

ねじりモーメントＭ３による胴のせん断応力は 

τ６＝τ３／ ２ 

(9) 組合せ応力

(1)～(9)によって算出される胴のラグ付け根部に生じる応力は，以下により組み合

わされる。

a. 一次一般膜応力

)０ ０φ ０ｘσ＝Max(σ ,σ ·································    （5.4.1.1.67） 

０φ φ１ φ２σ ＝σ ＋σ  ····································    （5.4.1.1.68） 

２ ２
０ｘ ｘ１ ｘ２ ｘ１１ ｘ４σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ  ····················    （5.4.1.1.69） 

b. 一次膜応力

σ１＝Max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６，σ１７， 

σ１８，σ１９，σ１１０） 

 ································· （5.4.1.1.70）

胴の評価点を図5－3に示す。 

図5－3  胴の評価点 
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a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力

(a) 第1ラグの付け根部

第1評価点については

 
２２

φｚ１ φ１ φ３ φ５ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ·········· （5.4.1.1.71）

   
２ ２

ｘｚ１ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ５ ｘ１１ ｘ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ＋σ

 ································ （5.4.1.1.72）

  ２

１１ φｚ１ ｘｚ１ φｚ１ ｘｚ１

1
σ ＝ ・σ ＋σ ＋ σ －σ

2
·············· （5.4.1.1.73）

第2評価点については 

φｚ２ φ１ φ２σ ＝σ ＋σ  ····································· （5.4.1.1.74）

２ ２
ｘｚ２ ｘ１ ｘ２ ｘ４ ｘ１１σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ  ······················· （5.4.1.1.75）

) 
 

 2 ２ ２
２ ２ ２ １ ２ ６１２ ２

２

φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ＝  ＋ ＋ － ＋ (4
1

σ ・{ σ σ (σ σ ) ・τ ＋ τ ＋τ  }
2

··················· （5.4.1.1.76）

(b) 第2ラグ及び第4ラグの付け根部

第1評価点については

φｚ３ φ１ φ３ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ······················· （5.4.1.1.77）

φｘｚ３ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ１１ ｘ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ  ··············· （5.4.1.1.78）

2  2
３ ３ ３ ３ １ ３１３ φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ ｃ＝

1
σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・(τ ＋τ )  }

2

 ········································· （5.4.1.1.79）

第2評価点については 
２ ２

φｚ４ φ１ φ７ φ２σ ＝σ ＋ σ ＋σ ······························· （5.4.1.1.80）

φｚ３ φ１ φ３ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋σ ·························· （5.4.1.1.81）

 2 ２ ２  2
４ ４ ４ １ ３ ６１４ ４φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ

1
σ ＝  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・(τ ＋ τ ＋τ )  }

2

 ································· （5.4.1.1.82）
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(c) 第3ラグの付け根部

第1評価点については

 
２２

φｚ５ φ１ φ３ φ６ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ  ·············· （5.4.1.1.83）

   
２ ２

ｘｚ５ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ６ ｘ１１ ｘ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ＋σ

······························ （5.4.1.1.84）

2
１５ ５ ５ ５ ５φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ＝ ＋ ＋ －

1
σ  ・{ σ σ (σ σ )  }

2
 ·········· （5.4.1.1.85）

第2評価点については 

φｚ６ φ１ φ２σ ＝σ ＋σ ········································ （5.4.1.1.86）

２ ２
ｘｚ６ ｘ１ ｘ２ ｘ４ ｘ１１σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ························ （5.4.1.1.87）

 2 ２ ２  2
１６ ６ ６ ６ ６ １ ２ ６φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ＝

1
σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・(τ ＋ τ ＋τ )  }

2

··································· （5.4.1.1.88）

b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応力

(a) 第1ラグ及び第4ラグの付け根部

第1評価点については

 
２２

φｘ１ φ１ φ３ φ８ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ·············· （5.4.1.1.89）

   
２ ２

ｘｘ１ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ８ ｘ１１ ｘ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ＋σ  （5.4.1.1.90） 

2  2
１ １ １ ４１７ １ ６φｘ ｘｘ φｘ ｘｘ ｃ＝

1
σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・(τ ＋τ )  }

2

··································· （5.4.1.1.91）

第2評価点については 
２ ２

φｘ２ φ１ φ１０ φ２σ ＝σ ＋ σ ＋σ ···························· （5.4.1.1.92）

 
２ ２

ｘｘ２ ｘ１ ｘ２ ｘ４ ｘ１０ ｘ１１σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ  ············ （5.4.1.1.93）

   2 
１８

２
２ ２

φｘ２ ｘｘ２ φｘ２ ｘｘ２ １ ５ ６ ６＝
1

σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・τ ＋ τ ＋τ ＋τ  }
2

··································· （5.4.1.1.94）

(b) 第2ラグ及び第3ラグの付け根部

第1評価点については

 
２２

φｘ３ φ１ φ３ φ９ φ２ φ１２σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ··············· （5.4.1.1.95）

   
２ ２

ｘｘ３ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４ ｘ９ ｘ１１ ｘ１２σ ＝σ ＋σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ ＋σ  （5.4.1.1.96） 

2  2
３ ３ ３１９ ３ ４ ６φｘ ｘｘ φｘ ｘｘ ｃ＝

1
σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・(τ ＋τ )  }

2

··································· （5.4.1.1.97）
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第2評価点については 
２ ２

φｘ４ φ１ φ１０ φ２σ ＝σ ＋ σ ＋σ     ··························· （5.4.1.1.98） 

 

 
２ ２

ｘｘ４ ｘ１ ｘ２ ｘ４ ｘ１０ ｘ１１σ ＝σ ＋σ ＋ σ ＋σ ＋σ     ·········· （5.4.1.1.99） 

 

   2 
１１０

２
２ ２

φｘ４ ｘｘ４ φｘ４ ｘｘ４ １ ５ ６ ６＝
1

σ  ・{ σ ＋σ ＋ (σ －σ ) ＋ 4・τ ＋ τ ＋τ ＋τ  }
2

 

 ·································· （5.4.1.1.100） 

 

c. 一次＋二次応力の変動値 

σ２＝Max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６，σ２７， 

σ２８，σ２９，σ２１０） 

 ·································· （5.4.1.1.101） 

a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる 

一次＋二次応力の変動値 

(a) 第1ラグの付け根部 

第1評価点については 

   
２ ２

２φｚ１ φ５ ２φ５ φ２ φ１２ ２φ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ   ··········· （5.4.1.1.102） 

   
２ ２

２ｘｚ１ ｘ４ ｘ５ ２ｘ５ ｘ１１ ｘ１２ ２ｘ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ  

 ··································· （5.4.1.1.103） 

 
２

２１ ２φｚ１ ２ｘｚ１ ２φｚ１ ２ｘｚ１σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ  ··················· （5.4.1.1.104） 

 

第2評価点について 

２φｚ２ φ２σ ＝σ    ············································ （5.4.1.1.105） 

２ ２
２ｘｚ２ ｘ４ ｘ１１σ ＝ σ ＋σ    ································ （5.4.1.1.106） 

 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ６ ２２２
２ ２ ２

φｚ ｘｚ φｚ ｘｚ＝ ＋ ＋ － ＋ σ  σ σ (σ σ ) ４・τ ＋τ  

 ··································· （5.4.1.1.107） 
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(b) 第2ラグ及び第4ラグの付け根部

第1評価点については

２φｚ３ φ２ φ１２ ２φ１２＋ ＋σ ＝σ σ σ   ···························· （5.4.1.1.108）

２ｘｚ３ ｘ１１ ｘ１２ ２ｘ１２＋ ＋σ ＝σ σ σ ·························· （5.4.1.1.109） 

   
２ ２

２３ ２φｚ３ ２ｘｚ３ ２φｚ３ ２ｘｚ３ ｃ１ ３σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ ＋τ

 ································ （5.4.1.1.110）

第2評価点については 

 
２ ２

２φｚ４ φ７ ２φ７ φ２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ························ （5.4.1.1.111）

 
２ ２

２ｘｚ４ ｘ７ ２ｘ７ ｘ１１σ ＝ σ ＋σ ＋σ ······················· （5.4.1.1.112）

   
２ ２ ２

２４ ２φｚ４ ２ｘｚ４ ２φｚ４ ２ｘｚ４ ６ ３σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ ＋τ

 ·································· （5.4.1.1.113）

(c) 第3ラグの付け根部

第1評価点については

   
２ ２

２φｚ５ φ６ ２φ６ φ２ φ１２ ２φ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ······· （5.4.1.1.114）

   
２ ２

２ｘｚ５ ｘ４ ｘ６ ２ｘ６ ｘ１１ ｘ１２ ２ｘ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ （5.4.1.1.115） 

 
２

２５ ２φｚ５ ２ｘｚ５ ２φｚ５ ２ｘｚ５σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ············· （5.4.1.1.116）

第2評価点については 

２φｚ６ φ２σ ＝σ ············································· （5.4.1.1.117）

２ ２
２ｘｚ６ ｘ４ ｘ１１σ ＝ σ ＋σ ································· （5.4.1.1.118）

   
２ ２ ２

２６ ２φｚ６ ２ｘｚ６ ２φｚ６ ２ｘｚ６ ６ ２σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ ＋τ

··················· （5.4.1.1.119）

b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみによる

一次＋二次応力の変動値

(a) 第1ラグ及び第4ラグの付け根部

第1評価点については

   
２ ２

２φｘ１ φ８ ２φ８ φ２ φ１２ ２φ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ··· （5.4.1.1.120）

   
２ ２

２ｘｘ１ ｘ４ ｘ８ ２ｘ８ ｘ１１ ｘ１２ ２ｘ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ

···················· （5.4.1.1.121）

   
２ ２

２７ ２φｘ１ ２ｘｘ１ ２φｘ１ ２ｘｘ１ ｃ４ ６σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ ＋τ

···················· （5.4.1.1.122）
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第2評価点については 

 
２ ２

２φｘ２ φ１０ ２φ１０ φ２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ························ （5.4.1.1.123）

 
２ ２

２ｘｘ２ ｘ４ ｘ１０ ２ｘ１０ ｘ１１σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ················ （5.4.1.1.124）

   
2


２

２８ ２φｘ２ ２ｘｘ２ ２φｘ２ ２ｘｘ２ ６ ５ ６σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ＋τ ＋τ

···················· （5.4.1.1.125）

(b) 第2ラグ及び第3ラグの付け根部

第1評価点については

   
２ ２

２φｘ３ φ９ ２φ９ φ２ φ１２ ２φ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ········· （5.4.1.1.126）

   
２ ２

２ｘｘ３ ｘ４ ｘ９ ２ｘ９ ｘ１１ ｘ１２ ２ｘ１２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ ＋σ （5.4.1.1.127） 

   
２ ２

２９ ２φｘ３ ２ｘｘ３ ２φｘ３ ２ｘｘ３ ｃ４ ６σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ ＋τ

···················· （5.4.1.1.128）

第2評価点については 

 
２ ２

２φｘ４ φ１０ ２φ１０ φ２σ ＝ σ ＋σ ＋σ ························ （5.4.1.1.129）

 
２ ２

２ｘｘ４ ｘ４ ｘ１０ ２ｘ１０ ｘ１１σ ＝ σ ＋σ ＋σ ＋σ ·············· （5.4.1.1.130）

   
２ ２

２１０ ２φｘ４ ２ｘｘ４ ２φｘ４ ２ｘｘ４ ６ ５ ６σ ＝σ ＋σ ＋ σ －σ ＋４ τ＋τ ＋τ

···················· （5.4.1.1.131）

5.4.1.2 ラグの応力 

(1) 運転時質量による応力

１ｓ

ｓｔ

Ｍ
σ ＝

Ｚ
············································ （5.4.1.2.1） 

１

１

ｓ

ｓ

Ｒ
τ ＝

Ａ
·········································· （5.4.1.2.2） 

(2) 鉛直方向地震力による応力

Ｖ
ｓ７

ｓｔ

Ｍ
σ ＝

Ｚ
 ·········································· （5.4.1.2.3） 

１

Ｖ
ｓ７

ｓ

Ｒ
τ ＝

Ａ
·········································· （5.4.1.2.4） 

ここで，ＭＶ，ＲＶは下式より求める。 

 Ｖ Ｄ ＵＭ ＝Max Ｍ ， Ｍ ····························· （5.4.1.2.5）

 Ｖ Ｄ ＵＲ ＝Max Ｒ ， Ｒ  ·································· （5.4.1.2.6） 
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(3) 水平方向地震力（Ｚ方向）による応力

第1ラグについて

１

２ｓ

ｓｔ

Ｍ
σ ＝

Ｚ
 ·········································· （5.4.1.2.7） 

１

２

１

ｓ

ｓ

Ｒ
τ ＝

Ａ
 ············································ （5.4.1.2.8） 

第2ラグ及び第4ラグについて 

３

ｃ

ｓ

ｓ
Ｍ

σ ＝
Ｚ

 ·········································· （5.4.1.2.9） 

３

３

２

ｓ

ｓｐ ｓ

Ｍ Ｑ
τ ＝ ＋

Ｚ Ａ
··································· （5.4.1.2.10）

第3ラグについて 

２

４ｓ

ｓｔ

Ｍ
σ ＝

Ｚ
 ·········································· （5.4.1.2.11） 

１

４

１

ｓ

ｓ

Ｒ
τ ＝

Ａ
 ············································ （5.4.1.2.12） 

(4) 水平方向地震力（Ｘ方向）による応力

第1ラグ及び第4ラグについて

１

５

ｃ
ｓ

ｓｔ ｓ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ＋

2 ・Ｚ 2 ・Ｚ
······················· （5.4.1.2.13）

１ ３

５

１ ２

ｓ

ｓ ｓｐ ｓ

Ｒ Ｍ Ｑ
τ ＝ ＋ ＋

2 ・Ａ 2 ・Ｚ 2 ・Ａ
············ （5.4.1.2.14） 

第2ラグ及び第3ラグについて 

２

６

ｃ
ｓ

ｓｔ ｓ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ＋

2 ・Ｚ 2 ・Ｚ
 ·························· （5.4.1.2.15） 

１ ３

６

１ ２

ｓ

ｓ ｓｐ ｓ

Ｒ Ｍ Ｑ
τ ＝ ＋ ＋

2 ・Ａ 2 ・Ｚ 2 ・Ａ
··········· （5.4.1.2.16）
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(5) 組合せ応力

ラグの最大応力は次式で求める。

( )１ ２ ３ ４ ５ｓ ｓ ｓ ｓ ｓｓσ ＝Maxσ ，σ ，σ ，σ ，σ  ·········· （5.4.1.2.17） 

a. 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

第1ラグについて

    
２ ２

２ ２ ２ ２
１ｓ ｓ１ ｓ２ ｓ７ ｓ１ ｓ２ ｓ７σ ＝ σ σ ＋σ ＋３ τ ＋ τ ＋τ · （5.4.1.2.18）

第2ラグ及び第4ラグについて 

    
２ ２

２ ２ ２ ２
２ｓ ｓ１ ｓ３ ｓ７ ｓ１ ｓ３ ｓ７σ ＝ σ σ ＋σ ＋３ τ ＋ τ ＋τ · （5.4.1.2.19）

第3ラグについて 

    
２ ２

２ ２ ２ ２
３ｓ ｓ１ ｓ４ ｓ７ ｓ１ ｓ４ ｓ７σ ＝ σ σ ＋σ ＋３ τ ＋ τ ＋τ ··（5.4.1.2.20）

b. 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

第1及び第4ラグについて

    
２ ２

２ ２ ２ ２
４ｓ ｓ１ ｓ５ ｓ７ ｓ１ ｓ５ ｓ７σ ＝ σ σ ＋σ ＋３ τ ＋ τ ＋τ · （5.4.1.2.21）

第2ラグ及び第3ラグについて 

    
２ ２

２ ２ ２ ２
５ｓ ｓ１ ｓ６ ｓ７ ｓ１ ｓ６ ｓ７σ ＝ σ σ ＋σ ＋３ τ ＋ τ ＋τ · （5.4.1.2.22）

5.4.1.3 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの最大引張応力及び最大せん断応力は次式で求める。 

( )１ ２ ３ ４ ５ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ σ ＝Max σ ，σ ，σ ，σ ，σ ········· （5.4.1.3.1）

( )２ ４ ５ｂ ｂ ｂ ｂ τ ＝Max τ ，τ ，τ ······················· （5.4.1.3.2）

(1) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

第1ラグについて

 ２ ２
０１ １１ ０１Ｖ

ｂ１
ｂ

Ｆ Ｆ ＋Ｆ
σ ＝

ｎ・Ａ
 ·························· （5.4.1.3.3） 
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第2ラグ及び第4ラグについて 

     
        

２ ２

３１ ３２ ０１Ｖ ０１
ｂ２

ｂ ｂ ｂ

Max Ｆ ， Ｆ Ｆ Ｆ
σ ＝ ＋ ＋

Ａ ｎＡ ｎＡ
 ····· （5.4.1.3.4）

ｂ２

ｂ

Ｑ・（ 1－ε）
τ ＝

ｎ・Ａ
 ································ （5.4.1.3.5） 

第3ラグについて 

 ２ ２
０１ ２１ ０１Ｖ

ｂ３
ｂ

Ｆ Ｆ ＋Ｆ
σ ＝

ｎ・Ａ
························· （5.4.1.3.6）

ここで，Ｆ０１Ｖは，Ｆ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕを用いて下式で求める。

Ｆ０１Ｖ＝Max(Ｆ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕ)   ··························· （5.4.1.3.7）

(2) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合

第1ラグ及び第4ラグについて

     
           

２ ２

３１ ３２１１ ０１Ｖ ０１
ｂ４

ｂ ｂｂ ｂ

Max Ｆ ， ＦＦ Ｆ Ｆ
σ ＝ ＋ ＋ ＋

ｎＡ ｎＡ２ｎＡ ２Ａ

 ··································· （5.4.1.3.8）

ｂ・ｎ・Ａ 2

・（1－ε）Ｑ
＝４ｂτ ······························· （5.4.1.3.9）

第2ラグ及び第3ラグについて 

     
           

２ ２

３１ ３２２１ ０１Ｖ ０１
ｂ５

ｂ ｂｂ ｂ

Max Ｆ ， ＦＦ Ｆ Ｆ
σ ＝ ＋ ＋ ＋

ｎＡ ｎＡ２ｎＡ ２Ａ

 ··································· （5.4.1.3.10）

ｂ・ｎ・Ａ 2

・（1－ε）Ｑ
＝５ｂτ ································· （5.4.1.3.11）

5.4.1.4 追設基礎ボルトの応力 

耐震補強サポートは，ラグから周方向荷重Ｑを水平方向荷重として受ける。ま

た，耐震補強サポートの質量により作用する力は，水平方向地震力により以下の

式で求める。 

gａ ａ
Ｈ

Ｆ ＝ｍ ・ ・Ｃ  ·································· （5.4.1.4.1） 

したがって，追設基礎ボルトに生じる最大せん断応力τaは以下の式となる。 

ａ
a

ａ ａ

Ｑ＋Ｆ
τ＝

ｎ ・Ａ
 ······································· （5.4.1.4.2）
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 胴の応力評価 

5.4.1.1項で求めた胴の組合せ応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと0.6・Ｓｕのいずれか小

さい方の値。ただし，オース

テナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金にあっては許

容引張応力1.2・Ｓの方が大き

い場合はこの大きい方の値と

する。 

0.6・Ｓｕ 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は不要とする。 

5.6.2 ラグの応力評価 

5.4.1.2項で求めたラグの組合せ応力が許容引張応力ƒｔｍ以下であること。ただし， 

ƒｔｍは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ 
・1.5 

1.5

Ｆ
・1.5 

1.5

Ｆ ＊
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5.6.3 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ························ （5.6.3.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

5.6.4 追設基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.4項で求めた追設基礎ボルトのせん断応力τａはせん断力のみ受ける基礎ボルト

の許容せん断応力ƒｓｂａ以下であること。ただし，ƒｓｂａは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fｓｂａ 
・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊

＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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